




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（25） 品川芳宣　「最近の最高裁にみる「正当な理由」の意義とその問題点」　『T & A　master』　2007年５月21
日号　33頁
─　 ─167
〔抄　録〕
過少申告加算税の賦課決定に対して賦課課税が免除される「正当な理由」を巡って対極
とも思われる２つの最高裁判決が下されている。１つは，外資系親会社のストック・オプ
ションの権利行使益の所得区分を巡る裁判で，一時所得として過少申告したことに対して
「正当な理由」が認められ，賦課決定が取り消された事案であり，他方，パチンコ機器メー
カーのオーナー役員が子会社を通じて行った株式売却に関連し，多額の無利息貸付を行っ
たことに対して同族会社の行為・計算否認により賦課課税が容認され，「正当な理由」が
認められなかった事案であり，これら２つの事案は実務家に対しても大きな影響を与えた
事件でもある。両事案とも税務当局の発遣した通達や税務職員の執筆，編集・監修した書
籍の記述内容等から判断し申告が行れたものである。しかしその判断には必ずしも整合性
があるとは言えないものも含まれているように思える。そこで，加算税制度の制度趣旨・
沿革等を踏まえ，最高裁判決を通じて「正当な理由」についての解釈や設定のあり方など
を検討したものである。
